







から、 計画 （ ） 実施 （ ） 検証 （ ） 見直し （ ）
の サイクル 体系とその実践が喫緊の課題として認識されているが、
筆者らは サイクル は必ずしも有効に機能していないと疑念を抱いて




























その後、上越市は、平成 年 月 日、 市町村（旧上越市、安塚町、浦川原
村、大島村、牧村、柿崎町、大潟町、頸城村、吉川町、中郷村、板倉町、清里
村、三和村、名立町）の合併により新上越市が誕生した。
平成 年 月 日、上越市は特例市に指定された。この特例市制度は、地方分
権を推進するため、都道府県に属する事務の一部を人口 万以上の市へ移譲し、
新たな分権型行政システムを構築しようとする制度であり、政令指定都市（人



















り、 地方主権の回復と地方からの国づくり、 行財政改革の 点が掲げられ ）、
行財政運営においては、 （計画）、 （実施）、 （検証）、
（見直し）の マネジメントサイクル の推進が確認された ）。
これらの上越市の行政改革の取組みについては、当時、日本経済新聞社・日
経産業消費研究所が実施した調査 行政サービス調査（全国 市と東京 区
を対象、 年 月実施） の改革度の分野において、総合 位となった ）こと
は特筆すべきである。
上越市における 世紀型行政スタイル
上越市では行財政改革の基調となる理念と哲学を 行政のあるべき姿 、 自
治体経営の推進 、 つの行政スタイル という つの側面から以下のように
集約した。すなわち、 行政のあるべき姿 は 予防行政、責任行政、信頼行政、
創造行政、主権行政 の確立にあると捉え、 自治体経営の推進 を図るため、
政策経営（哲学に基づく行政）運営、 管理経営（科学的事務管理）、 企
業経営（民間企業的財務管理）、 減量経営（コストマネジメント）、 危機経
営（危機管理行政）の つの 自治体経営の概念 を掲げ、そして、 オープ
ンシステム、 マーケティングシステム、 マネジメントシステム、 アカウ
ンタビリティ、 テクノクラートの つの行政スタイル を自治体職員の行
動指針として提示し、具体的に実践していくという方法が採られた ）。
また行政施策の展開では、行政の守備範囲の役割分担について、 行政コ











上越市では、平成 年 月、 上越市行政改革大綱 が策定された。要約する
と、（ ）行政改革の理念と基本方向、（ ）当面の措置事項、 事務事業の見直し、
新しい時代に即応した組織・機構の構築と職員の能力開発、 定員管理及び
給与の適正化の推進、 行政と市民のパートナーシップの構築─ 開かれた市


















策立案機能の強化、 安・近・短 行政の実現をめざす ことにあると要約
される ）。
複数担当副市長制のしくみ
複数担当副市長制は、従来の行政組織である 部 制（ 部制）を廃止して、
特別職の副市長（地方自治法上は助役）を選任し、総務・財務 都市整備 産





























































平成 年 月 日に閣議決定された 今後の行政改革の方針 を踏まえ、総
務省では 地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針 （ 新地
方行革指針 ）が策定され、平成 年 月 日、全国の自治体に発出された。こ
れは、地方自治法第 条の の に基づいて、自治体に助言するものである。
上越市は、平成 年策定 第 次上越市行政改革大綱及び行政改革推進計画 、
集中改革プラン を踏まえ、同大綱及び推進計画の見直しを行い、平成 年








目標とそれを達成するための つの中目標、 の重点取組と の具体的な取組




ら、政策議論 部局への予算枠配分 現場への裁量付与 日常的な業務改善
評価 見直し改善といった行政運営全体の流れを構築します と明記され、
サイクルの概要 が図示された。
第 次行革大綱 の策定と 行革市民会議 の設置
上越市では、 集中改革プラン を踏まえ、平成 年度策定 第 次上越市行
政改革大綱 および 上越市行政改革推進計画 の見直しを行った際に、市民
等の代表による 行革市民会議 を設置した。筆者出井は会議の会長職を委任
された。
行革市民会議 は、 設置要項 第 条に 当市の行政改革の取組に市民の













平成 年 月末現在、 危機管理専門員 および 中小企業支援コーディネー
ター は常勤の任期付職員に、 直江津港振興専門員 は非常勤職で週 日勤務、
農村交流促進専門員 は非常勤職で週 日勤務、観光振興コーディネーター
は上越観光コンベンション協会に移された。 行革推進専門員 については平















ものは何かを検証します とあり、評価の視点は、（ ）行革的視点 事業の必
要性、有効性、効率性、公平性と（ ）政策的視点 個別事業の実施の可否、実
施時期の妥当性の つによる。対象事業は、平成 年度から 年度（ 第 次総


















度による事業の選択と集中を行うことにより、 第 次総合計画 への位置付け
と 第 次行革大綱 への位置付けの明確化を図り、 毎年度の予算編成 との
連動、連携を図っていくとされている。
評価結果の概要
総ざらい における 評価の視点 評価の区分 評価の視点・評価の区



































































評価の視点別内訳 事 業 数
評価の区分別内訳







































































































複数担当副市長制 は 部制を廃止し、特別職の副市長を選任し、 総務・



































































































































































































































































































































































































































































































































































































                  








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































昨年実施された 事務事業の 総ざらい は、これまで実施されてきた全
事務事業を対象に実施された。全事務事業の 総ざらい は、事務事業の総点












うことにより、第 次総合計画への位置付け と 第 次行革大綱への位置付け
の明確化を図り、 毎年度の予算編成 との連動、連携を図っていくという
（ ）における サイクル 、すなわち、




り、 今後の歳入・歳出のバランス確保に向けた取組 を行い、 第 次総合計
画への位置付け と 第 次行革大綱への位置付け の明確化を図る中で、 毎





















サイクルの推進 議員 （第一法規、平成 年 月 ）、拙著 基
礎からわかる自治体の財政分析（第一次改訂版）（学陽書房、平成 年 月）を
参照されたい。
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